
 
 

 

 

 

 

 

 

１ 施策の概要 

（１） ２０１５年頃を目途に、すべての世帯でブロードバンドサービスを利用する

「光の道」構想の実現（「ＩＣＴ維新ビジョン２．０」（２０１０年５月））を

加速させるための支援策の実施が必要。 

    また、「グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース」によ

る「「光の道」構想の実現に向けて 取りまとめ」（２０１０年１２月）にお

いても「地方公共団体等が基盤整備を行う際には、医療、教育、行政等の公共

アプリケーションの導入と一体的な整備を行うこととし、国が財政支援等を講

じる際には、そのような利用促進を前提とすることが適当」とされているとこ

ろ。 

（２） このため、電気通信基盤充実臨時措置法の一部改正を行い、改正法に基づき

総務大臣の認定を受けた実施計画に沿って事業を実施する地方公共団体等に

対し、教育・医療等の分野における公共アプリケーションの導入を前提とした

超高速ブロードバンド基盤整備に関し、事業費の一部を支援する。 

 
【交付対象及び交付率】 

・対象地域（実施主体）：超高速ブロードバンド基盤未整備地域であって、当該地域に

過疎等の条件不利地域を含む地方公共団体等 

・対象設備：光ファイバケーブル、光電変換装置、送受信装置、無線アクセス装置（Ｂ

ＷＡ、無線ＬＡＮ）等（これらに附帯する施設を含む。） 

・交付率 ：１／３ 

 

２ イメージ図 

 
 

３ 計画年数 

   ５年計画（平成２３年度～平成２７年度） 

 

４ 所要経費 

平成２３年度予定額    平成２２年度予算額 

   一般会計      ２，４００百万円         ０百万円 

電気通信事業者の局舎 公益的施設 

（学校、医療機関等）

一般世帯

超高速ブロードバンド

（光ファイバ） 
（無線も活用）

情報通信利用環境整備推進交付金事業の概要 

 超高速ブロードバンドの利活用向上を念頭に置きつつ、利活用の基

盤となるインフラ整備を促進するため、教育・医療等の公共アプリケ

ーションの導入を前提とした超高速ブロードバンド基盤整備を実施す

る地方公共団体等に対し、事業費の一部を支援する。 

（参考資料１） 


